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研究成果の概要（和文）：1990年代末から実施された中国における退耕還林政策について、政策の実施背景、政
策の展開、目標、課題について明らかにした。また、土地利用モデルをベースにして退耕還林政策の理論モデル
を構築し分析した。理論モデルの分析結果を参考に、二段階最小二乗法手法を用いて第１期の退耕還林政策と第
2期の退耕還林政策の相違点を明らかにした。さらに、退耕還林政策が貧困脱出と気候変動に及ぼす影響につい
ても分析した。

研究成果の概要（英文）：The study clarified the background, development, goals, and challenges of 
the policy of Grain for Green that has been implemented since the end of the 1990s. A theoretical 
model of the policy was constructed and analyzed based on a land use model. Using the results of the
 theoretical model analysis as a reference, we used a two-stage least squares method to identify the
 differences between the first and second phases of the Grain for Green Policy. In addition, we 
analyzed the impact of the Grain for Green Policy on poverty alleviation and climate change.

研究分野：地域研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義としては、退耕還林政策の定性と定量分析は、生態保護や持続可能な開発に関する学術的な知見を深
化させるだけでなく、政策立案や実施のための具体的な指針や戦略を提供する上で重要な役割を果たす。
また、退耕還林政策に関する研究成果の社会的意義としては、生態環境保全、経済発展、気候変動対策に加え、
政策対象地域に暮らす住民の生活の質の向上、貧困からの脱出など、多岐にわたる社会的利益をもたらす政策の
具体的アプローチを示唆することが可能となるなどその意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
中国において、1990 年代後期から 2012 年まで実施された退耕還林政策（第１期）は、森

林面積の拡大や農民所得の向上などマクロ的には顕著な効果を上げている。中国政府は、

2014 年から新たな退耕還林政策（第２期）を継続させ、とりわけ貧困地域に重点を置いて

実施している。退耕還林政策は、名称の通り耕作地を森林に還林する政策のために、退耕す

る農民への経済的な支援が求められる。加えて、中国政府は、国際社会からの二酸化炭素削

減への要望に対応するために、気候変動緩和策として、退耕還林政策を通した国内炭素吸収

量の強化に期待している。 

これまでの中国の退耕還林政策に関する研究は、制度自体の研究や特定の地域を対象と

した現地調査に焦点を当ててきた。定量的な研究では、ミクロ的なアプローチとして、アン

ケートデータからロジット回帰分析を行い退耕還林政策が農民の所得向上にどのように寄

与しているかを分析した曲・薮田（2006）などがある。また、マクロ的な研究として、退耕

還林政策の評価に関わる金・薮田（2017）がある。 

しかしながら、これらの研究は、いずれも第１期の退耕還林政策を評価したものであり、

第 2期の退耕還林政策を分析したものではない。本研究の学術的な背景として、第１期の研

究成果と比べて、第 2期の退耕還林政策に関する研究が稀有であることから、退耕環林政策

の評価に関して一貫性と継続性を持った長期的な視野に立った研究が行われていない現状

がある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、第 1 期の退耕還林政策の研究成果をべースとして、第 2 期の退耕還林

政策に関して、パネルデータを用いたマクロ的な分析から、総合的な政策評価を行うことで

ある。加えて退耕還林政策による生態林の保全、拡大の気候変動緩和効果について評価を行

う中国における退耕還林政策の展開について明らかにするとともに退耕還林政策に及ぼす

諸要因や退耕還林政策が貧困削減に与える影響について明らかにする。さらに、退耕還林政

策が二酸化炭素削減をもたらす効果について定性的および定量的な分析で検討する。最終

的に、政策の課題と成果を評価した上で、政策提言を行う。 
 
３．研究の方法 
中国の森林政策である退耕還林政策の有効性について定性分析・定量分析手法を用いて

検討した。定性分析では、政府が公開している資料と統計資料（中国林業統計年鑑など）か

ら、政策の目的、実施背景、政策の展開および効果について明らかにした。また、政策の有

効性を検討する際には、定量分析手法を用いて公的データを収集しパネルデータによる重

回帰分析を行なった。また、分析の際には内生性の問題などを解決するために、二段階最小

二乗法を利用して分析を行なった。 
 
４．研究成果 

退耕還林政策は 1990 年代後半から 3年間の試行後、2002 年から退耕還林条例の下で本格

的に展開された。その後、2014 年から第２期の退耕還林政策が実施された（表１）。退耕還

林政策について定性分析により、政策の実施背景、政策の目的、政策の展開、政策の手法、

政策の成果が明らかになった。政策の主な目的である森林面積の拡大と農民所得の増加、さ

らに、貧困脱出の効果が確認された。 

 



               表１ 退耕還林政策の展開 

 
出所：金・薮田（2023）、Jin and Yabuta(2024)による。 

また、第２期の退耕還林政策の実施が貧困削減に及ぼす影響について定量分析で行なっ

た。その結果、退耕還林政策の実施が貧困削減に影響をすることが明らかになった。さらに、

第 1期（2002－2012 年）と第 2期（2014－2018 年）の退耕還林面積に影響する要素の確認

を行い、説明変数の共通点、相違点を明らかにした。また、第１期に実施された中国の南部、

北部で異なる退耕環林補助金政策が、退耕還林面積拡大に与えた影響について明らかにし

た。さらに、退耕還林政策の気候変動に及ぼす影響について、RICE モデルをベースに理論

モデルの構築を行なった。 

これまで、国内外の研究動向に関しては、制度面に関連する研究と現地調査による先

行は多く行われてきた。退耕還林政策は、森林保全だけではなく、貧困削減といった社

会問題の解決も目指している。政策の実施背景、政策の実施に影響する要因に加え、新

退耕還林政策の実施問題と政策の有効性についての定量・定性分析が本研究の特徴であ

る。このようなアプローチは国内外で稀であり、本研究から導出される政策評価、政策

提言の価値は大きいと考える。また、ユニークな森林保全政策の実施が気候変動問題へ

の貢献に加え、森林環境保全が気候変動問題への対応について、理論的な基礎づけを与

えた点に新規性があると考える。さらに、この政策が発展途上国に応用可能である点も

重要である。特に、森林破壊が進み、農民所得も低く、貧困が集中している国・地域で

は、農民所得の増加、森林面積増加等に与える影響に関する知見を得ることができる点

等の結果が期待される。 

今後の研究の進め方としては、中国家庭追跡調査（CFPS）データを使用して、退耕還

林政策の目標である農民所得の増加や貧困脱出などについて、定量分析を行う予定であ

る。また、貧困地域を対象にした森林政策が気候変動に及ぼす影響に関する研究につい

てのシミュレーション分析を行う予定である。 
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